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「社会保障・税番号大綱」本文より、災害時の活用に関する抜粋 

 
（３）災害時の活用に関するもの 

防災福祉の観点から、以下のような取組に活用可能である。 
① 災害時要援護者リストの作成及び更新 
要介護認定や障害等級等の情報等、分野横断的に要援護者の情 
報を集約できるとともに、各種個人情報に変更等が生じた場合に 
も迅速なリストの更新が可能となる。また、他市町村からの転入 
者が要援護者であった場合、市町村を越えての情報のやり取りが 
容易になる。さらに本人同意の下、服薬情報等もリストに掲載し、 
医療機関等とも連携を図ることができれば、仮に震災等の災害が 
起きたときにも、避難所等への効率的な医薬品配給や医療の提供 
に寄与する。 
② 災害時の本人確認 
被災住民が避難所等で自己の４情報（氏名、住所、生年月日及 
び性別をいう。以下「基本４情報」という。）及び「番号」を告 
知することにより、迅速に避難者リストの作成が可能になる。さ 
らに、地方公共団体の独自の取組として、本人の同意を前提に、 
顔写真データを地方公共団体が保有する仕組みを設けることも 
考えられる。 
③ 医療情報の活用 
災害に伴いかかりつけの病院が被災し、個々人の医療情報が滅 
失する可能性がある。このため災害時における特段の措置として、 
保険者が保有するレセプト情報を医療機関等が「番号」を基に確 
認できるようにすれば、継続的、効果的な医療支援を行うことが 
できる。 
④ 生活再建への効果的な支援 
被災者生活再建支援金等の申請に当たって、必要な証明書等の 
添付書類が不要になるなど支援金等の迅速・適正な支給が可能に 
なる。また、援助対象者を長期にわたって把握することが可能に 
なることから、被災地市町村から転出した場合にも、必要な支援 
を継続して行うことが可能になる。さらに、震災等の異常事態発 
生時には、金融機関から被災者への預金の払戻し等を「番号」を 
活用してスムースに行うことも可能とする。 

 


